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環境⽂化都市･飯⽥市のご紹介

⻑野県飯⽥市環境モデル都市推進課



様々な暮らしかたのあるまち

中⼼市街地
（⼈の賑わい）

リンゴ並⽊
（まちのシンボル）

下栗の⾥
（原⾵景）

市⽥柿
（多様な農産業）

霜⽉まつり
（伝統⽂化）2



飯田電灯株式会社が運営する出力75kWの

水力発電所によって、飯田町(当時)に電気

供給される。

飯田線（天竜峡～辰野間）を開通させた

伊那電気鉄道(当時)が、飯田の電力供給事業

に参入。

長野県下伊那郡竜丘村(現 飯田市竜丘地区)に、日本で初めての電気利用組合が住民の力で

設立され、約30kWの小水力発電により村内に電気を供給した。

電力の国家管理が行われる昭和10年代前半まで、飯田各地で電気利用組合が設立された。

明治32年、飯田町に電燈が灯る

伊那電気鉄道による電気事業

大正３年から始まった電気の地産地消

地域主導型再⽣可能エネルギー事業の先鞭

日本初の「電気利用組合」による市民発電事業

3



現代の「電気利用組合」というべきコミュニティビジネス
～飯田発南信州へおひさま発電所･設置プロジェクト～

⺠間事業者が展開することで市町村の枠を超えて地域全体へ広がる

南信州地域に現在368箇所、計7,766.8kW （R2.６現在）

2014 2030まで 備考

売上額 3億1,000万円 ―
従業員数 11人 ―
市民ファンド調達実績
2005～2015（9ファンド）

16億3,280万円
―

地域経済付加価値額
基礎数値 ： 7ファンド 11億8,300万円（2005～2013）分 31億5,100万円 ※立命館大学経営学部

ラウパッパ教授他による試算
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Ｈ23 ◆環境NGO主催
環境⾸都コンテスト「明⽇の環境⾸都」受賞

令和
３年

環境文化都市宣言

地域ぐるみ環境ＩＳＯ研究会20周年地域ぐるみ環境ＩＳＯ研究会20周年

太陽光市⺠共同発電事業開始太陽光市⺠共同発電事業開始

地域主導の再エネ事業創出

環境文化都市飯田の取り組み

平成
19年

ラウンドアバウトの導⼊

平成
８年 21ʼいいだ環境プラン策定

地域ぐるみ環境ＩＳＯ研究会発⾜地域ぐるみ環境ＩＳＯ研究会発⾜

環境モデル都市に
選定

平成
21年

2050年いいだゼロカーボンシティ宣⾔

ＬＥＤ防犯灯の開発・設置
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Ｈ25 地域環境権条例制定



信⽤⼒
付与

環境学習
（環境意識向上）

「地域環境権」条例
「飯田市再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに関する条例」

【2013．４．１制定】

（⽬的）
地域の豊富な⾃然エネルギー資源と先⼈から受継ぐ「結い」の精神で低炭素で活⼒あ
る地域づくりを実現

固定価格買取制度（FIT）を使い、地域で公共的に利活⽤する制度の構築
再エネ資源の有効活⽤と市⺠・公共的団体等・⾏政の役割分担を明確化

地域環境権地域環境権地域環境権
地域の⾝近な資源から⽣まれるエネルギーは市⺠総有の財産ととらえ、市⺠は
これを優先的に活⽤して地域づくりをする権利がある。

市⺠を中⼼とする多様な市⺠団体が取組む再エネを活⽤した地域づくり事業を、市の第三者機
関が、市との公⺠協働事業として認定することで、売電期間等の20年間等にわたり事業⽀援

飯⽥市

再エネ
審査会

⾦融機関
投資家

地域主体の
再エネ事業

地域の
課題解決

財貨の好循環

エネルギーの好循環

利益を地域に還元
例えば
・児童クラブの運営
・スクールバスの運営
・地域への医者の派遣

＋
地域防災⼒向上

⽀援・基⾦貸付

助⾔・指導

融資・投資
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地域住民団体

市 長

金融機関
投資家

融資

地域の
課題解決！

事業により、地域に
生じるメリットを住民
が主体的に活用

市の支援組織 事業化助言

答申

事業の信用補完

基金の無利子貸付

投資

事業認定による
環境認証

企業の
公益的な活動

協力関係

【公益的協力の例】
・ 企業による住民活動の支援
・ 地域環境の向上に資する事業

の提供 など

飯田市との公民協働事業化の枠組み

公益的環境
活動による
企業価値向上

公民協働事業化

13

申請

地域公共再生可能エネルギー活用事業の組み立て
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公共的領域
【さらに深化させていくべき領域】

私的領域

公的領域
【市行政の直営領域】

公共品質を確保していく
必要がある領域

【これまで】

補填的意味での補助
金交付や、委託・指定
管理などの間接的な
手法により消極的に行
政が関与してきた領域

↓
【これから】

市場メカニズムを活
用し、積極的に

公民協働を進めて
いくべき領域

教育・啓発を通じ
プレーヤーの
活動領域シフト

を促進

垂直的補完関係ではなく、水平的補完が成立する社会的関係性を構築し、
プレーヤーの役割の最適化を図る。

飯田市が考える「公共｣のあるべき形
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飯田山本おひさま広場整備事業（地域環境権条例に基づく認定事業）

【事例１】 地域の再エネを利用した新たな自治活動の萌芽
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売電収益で地域の住民自らが公園整備に取り組む

Before

After

⼭本おひさま広場整備事業
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【事例２】 地域の再エネ活用するコミュニティ・ビジネスにより、
地域の課題を解決

丘づくり・市民共同発電プロジェクト2014（地域環境権条例に基づく認定事業）
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⻯丘地区基本構想に基づく芝⽣化実証事業

・⻯丘保育園の園庭の⼀部へ芝⽣化。
園児たちの様⼦や効果等、維持管理⾯
への負担等を検証。

・⾃治会は、管理⾯や費⽤負担等につ
いて全⾯的に⽀援を⾏いながら、管理
⾯やコスト⾯、今後の取り組み⽅針に
ついて、関係機関と協議していく。

・⻑野原区⺠センターの広場の⼀部を芝⽣化し、維持
管理⾯への負担、区⺠への波及効果等を検証。

・⾃治会は、費⽤負担等について全⾯的に⽀援を⾏い
ながら、管理⾯やコスト⾯、今後の取り組み⽅針につ
いて、関係機関と協議して検討を進めていく。

売電収益による地区基本構想の取り組み推進
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天竜川鵞流峡プロジェクト

Before After

●共通課題である「不法投棄と放置⽵林による鵞流峡の環境悪化」の対策のため
⻯丘地区⾃治会と天⻯船下り株式会社が連携

●⽵林の伐採・美化活動を⾏うとともに、⽵林の維持管理・環境教育体験事業・
⻯丘⼩学校総合学習・⻑姫OIDE⾼校地域⼈教育・⽵を活⽤した商品のブラン
ド化などに取り組んでいる

メンマの試作⻯丘⼩総合学習⽵伐採体験

売電収益による地区基本構想の取り組み推進

⽵の⼦堀り体験 天⻯川⽵いかだ下り
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発電事業者

パネル設置

⼀般電⼒会社

売電
売電
収益

旭ヶ丘中学校太陽光
発電事業推進協議会

【構成団体】
・旭丘中学校⽣徒会
・伊賀良まちづくり協議会
・⼭本地域づくり委員会
・旭ヶ丘中学校PTA／教職員

買電収益の
⼀部を寄付

出資者

出資

配当

事業認定

事業申出

飯⽥市
※認定後の⽀援
・施設の⼀部の無償使⽤許可
・環境教育への⽀援
・事業安定性への助⾔

生徒発!! 地区と学校が連携して地域環境権を行使したケース

【事例３】 地域の再エネを契機に、様々な者が地域活動へ参画

⾃⽴電源確保による防災機能の強化

環境教育の充実

旭ヶ丘中学校

⽣徒会の企画⽴案による寄付⾦を活⽤した地域活動実施

おひさま進歩
エネルギー
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発電事業者と協議会メンバーが協働して環境教育を推進
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自立志向のクリエイティブ・コミュニティの創出に向けて
～地区基本構想の策定～

地区住⺠⾃らが地域をデザインする
地区基本構想を20地区すべてで策定
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地域環境権認定事業一覧
番号 認定事業の名称 地区

1 駄科区メガさんぽおひさま発電所プロジェクト2013 ⻯丘

2 飯⽥⼭本おひさま広場整備事業 ⼭本

3 杵原学校多⽬的ホール太陽光発電設備設置事業 ⼭本

4 丘づくり・市⺠共同発電プロジェクト2014 ⻯丘

5 久⽶会館・さくら保育園久⽶分園太陽光発電設備設置事業 ⼭本

6 ⿓江四区コミュニティ消防センター太陽光発電設備設置事業 ⿓江

7 飯⽥市今⽥⼈形の館太陽光発電設備設置事業 ⿓江

8 飯⽥市⽴旭ケ丘中学校太陽光発電設備設置事業 伊賀良・⼭本

9 花の⽊⼭本⼩学校太陽光発電事業 ⼭本

10 ⼩沢川⼩⽔⼒発電事業 上村

11 伊賀良井⽤⽔マイクロ⽔⼒発電再⽣可能エネルギー活⽤事業 伊賀良・⿍・⻯丘

12 下久堅ふれあい交流館太陽光発電再⽣可能エネルギー活⽤事業 下久堅

13 ハートヒル川路太陽光発電再⽣可能エネルギー活⽤事業 川路

14 ⻯峡共同調理場太陽光発電再⽣可能エネルギー活⽤事業 ⿓江

15 千代地区（千代⼩学校・千栄⼩学校）太陽光発電再⽣可能エネルギー活⽤事業 千代

16 上久堅農村環境改善センター（上久堅公⺠館）太陽光発電再⽣可能エネルギー活⽤事業 上久堅

17 松尾地区（松尾⼩学校・松尾公⺠館）太陽光発電再⽣可能エネルギー活⽤事業 松尾

18 川路公⺠館及び川路⼩学校太陽光発電再⽣可能エネルギー活⽤事業 川路

19 ⿍地区公共施設太陽光発電再⽣可能エネルギー活⽤事業 ⿍

20 ⿓江⼩学校太陽光発電再⽣可能エネルギー活⽤事業 ⿓江

21 ⻯丘⼩学校太陽光発電再⽣可能エネルギー活⽤事業 ⻯丘

22 野底川⼩⽔⼒発電再⽣可能エネルギー活⽤事業 上郷

23 和⽥⼩学校・遠⼭中学校・南信濃公⺠館太陽光発電再⽣可能エネルギー活⽤事業 南信濃
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２．脱炭素先⾏地域における取組

○エネルギーの地産地消の推進（地域循環共⽣圏）
・地域産再エネの地域内での活⽤、エネルギー循環

2.1 対象とする地域の概況 2.2 脱炭素先⾏地域の再エネポテンシャル状況

2.3 ⺠⽣部⾨の電⼒消費に伴うCO2排出実質ゼロの取組

2.4 ⺠⽣部⾨電⼒以外の温室効果ガス排出削減等の取組

2.5 脱炭素の取組に伴う地域課題の解決や住⺠の暮らしの質の向上等、期待される効果

109.6万
（kWh/年）

175.0万
（kWh/年） 1.6万

（kWh/年）

⺠⽣部⾨の電⼒需要量 再エネ等の電⼒供給量 ⺠⽣部⾨の省エネによる電⼒削減量

+≦

（再エネ導⼊可能量）
・太陽光発電設備︓658㎾（設置容量）
・太陽熱利⽤設備︓1,050㎡（集熱⾯積）
（既存再エネ発電設備の状況）
・「メガソーラーいいだ」太陽光発電所（1,000㎾）
・太陽光発電再⽣可能エネルギー活⽤事業
・川路⼩学校（27.7㎾）、ハートヒル川路（89.28㎾）・住宅11⼾（93㎾）
（新規再エネ発電設備の導⼊予定）
・太陽光発電施設
川路保育園（11.88㎾）、かわじデイサービスセンター（50.00㎾）
・⽊質バイオマス発電施設（50.00㎾)

（実施する取り組みの具体的内容）
・住宅への太陽光発電設備、太陽熱、蓄電池補助事業
・⽊質バイオマス発電施設の設置
・公共施設への太陽光発電設備の設置 ・公共施設のLED照明化
・飯⽥版ZEH補助事業 ・EV補助事業 など

（飯⽥市川路地区の⼀部）
川路地区は、飯⽥市南部に位置し、1961(昭和36)年の豪⾬災害をはじめ、天⻯川の氾濫に
よる⽔害に悩まされてきた地域である。地区内には名勝天⿓峡を有する。2019(令和元)年に、
三遠南信⾃動⾞道天⿓峡インターチェンジが開通し、新たな⼈の流れが⽣まれ、⼦育て世代の移
住により、⼦供の⼈数が増加している。対象エリアは、避難所となる⼩学校、保育園等の公共施
設及び、コア電源施設となる「メガソーラーいいだ（中部電⼒㈱ 出⼒1mw）」を有する。
（エネルギー需要家の状況）
・⾼圧需要家2件、低圧需要家約70件の電⼒需要量 109.6万kWh/年

○⾃⽴・分散型エネルギー⾃治の推進（地域環境権条例）
・再エネを活⽤したまちづくり

○レジリエンス強化（国⼟強靭化）
・災害時の電⼒供給

（実施する取り組みの具体的内容）
・公共施設へのペレットストーブ導⼊事業（川路⼩学校）
・⽊質バイオマスボイラー導⼊事業（ハートヒル川路） ・⽊質バイオマス機器補助事業 など

（位置・範囲）
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３．実施スケジュール ４．推進体制

4.1飯⽥市内部の推進体制3.1 各年度の取組概要とスケジュール

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

※5年運⽤後、事業性評価実施
設計・各種⼿続き

各所調整
⼯事 運⽤（当初5年間）

（地域マイクログリッド構築）

（再エネ発電施設等導⼊・補助事業）
2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

（公共施設）
・太陽光発電設備設置
・蓄電池、QC設置 ・LED化
・⽊質バイオマスボイラー等設置

（市⺠・事業者⽀援）
・太陽光発電、太陽熱、蓄電池補助事業 ・⽊質バイオマス機器補助事業
・飯⽥版ZEH補助事業 ・ EV補助事業 ・その他⽀援

3.2 直近5年間で実施する具体的取組
年度 取組概要
2022 地域マイクログリッドの準備、再エネ・省エネ補助事業

2023 地域マイクログリッドの構築、再エネ・省エネ補助事業、再エネ発電施設等
導⼊

2024 地域マイクログリッドの運⽤、再エネ・省エネ補助事業、再エネ発電施設等
導⼊

2025 地域マイクログリッドの運⽤、再エネ・省エネ補助事業、再エネ発電施設等
導⼊

2026 地域マイクログリッドの運⽤、再エネ・省エネ補助事業
【6年⽬以降の取組・⽅針】
地域マイクログリッドの安定化及び他地域への展開を⾒据えた広報、啓発を中
⼼に実施する。

2050年いいだゼロカーボンシティ推進本部
本部⻑︓市⻑
副本部⻑︓副市⻑、市⺠協働環境部⻑

(1)推進体制

(2)進捗管理の実施体制・⽅針
・本部会議による進捗管理（四半期に1回）

（付属機関との連携）
・飯⽥市環境審議会からの助⾔
・飯⽥市再⽣可能エネルギー導⼊⽀援審査会からの助⾔

（協⼒機関との連携）
・中部電⼒(株)とのコンソーシアムにおける及び有識者会議である検討委員会に
おける検討

（地域⾃治組織及び需要家との連携）
・川路まちづくり委員会、住⺠との情報共有及び協働

（環境⽂化都市再構築プラットフォームとの連携）
・⽬指す都市像である「環境⽂化都市」を実現するために新たにプラット
フォームを設置して取組の検討

（事業者等との連携）
・飯⽥脱炭素社会推進協議会、地域ぐるみ環境ISO研究会、南信州・飯⽥産業セン
ター、学輪IIDA、⾦融機関等との連携

・⽊質バイオマス発電
設備設置

4.1連携体制
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飯田りんご並木の妖精
「ぽぉ」です。
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